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事　 業 　報 　告

(平成22年４月１日から
平成23年３月31日まで)

　

Ⅰ 企業集団の現況
１．当連結会計年度の事業の状況

(1) 事業の経過及び成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、不安定な世界情勢に起因する景

気の不透明感が見られたものの、輸出と生産が主導するかたちで、景気は

踊り場局面を脱し、内需の拡大を伴った自律回復に向けての動きが徐々に

拡がりつつありました。しかしながら、年度末に発生しました東日本大震

災の国内経済に与える影響は計り知れず、先行きの情勢を見極めることが

困難な状況となりました。

　このような状況の下、当連結会計年度の業績は、販売面におきましては、

汎用製品及び軽量化製品の拡販に加え、新デザイン製品や新機能製品の採

用も好調で、製品売上数量は前期比108.2％となり、消費の冷え込みが続く

なかでも大きく伸長いたしました。特に、エコトレーを中心とした再商品

化製品の売上数量は、新たに大手量販店での採用が決まるなど前期比

117.8％と急伸しました。製品売上高は、前期の第１四半期連結累計期間に

実施した製品の値下げの影響があったものの、軽量化製品の販売数量が大

きく伸びたこと等により、前期比107.3％となりました。平成22年12月には

鶏卵パックをはじめ農産品向け容器の製造販売をするダイヤフーズ株式会

社を連結子会社に加え、平成21年６月の太洋興業株式会社からの包材部門

譲受けとあわせて、農産品向け容器・フィルムなどの新規マーケットへ本

格的に進出いたしました。

　一方、商品売上高は、平成22年４月にユカ商事株式会社より消耗品・包

装資材調達事業を譲受け、平成22年10月には包装資材問屋のインターパッ

ク株式会社を連結子会社に加えるなど、さらなる商品取扱量の拡大に努め、

前期比131.5％となりました。

　この結果、当連結会計年度の売上高は1,407億20百万円、前期に比べ158

億１百万円の増収（前期比112.6％）となり、過去最高の売上高となりまし

た。

　利益面におきましては、製品売上数量の増加及び新製品の売上が好調だ

ったこと、製品の軽量化、素材切替、製品アイテム数の絞込み、商品取扱
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量の増加、さらには生産及び物流をはじめとしたグループ全体でのコスト

改善も加わり、これらの利益改善額が総額56億円となった一方で、前期に

比べ23億円の原材料コスト増加、前期に実施した製品の値下げによる利益

への影響額が当第２四半期連結累計期間まで９億円、その他経費の増加11

億55百万円等あり、その結果、前期に比べ合計で12億45百万円の増益を達

成し、当連結会計年度の経常利益は134億65百万円（前期比110.2％）、当

連結会計年度の当期純利益は前期に比べ８億44百万円増の79億59百万円（前

期比111.9％）となり、いずれも過去最高益となりました。

　なお、当社グループの販売品目別の売上高概況は次のとおりであります。

分 類 主 要 品 目 売 上 高 構 成 比 前 期 比

製 品

ト レ ー 容 器 26,866百万円 19.1％ 99.6％

弁 当 容 器 73,039 51.9 106.3

そ の 他 製 品 4,645 3.3 267.3

小 計 104,551 74.3 107.3

商 品

包 装 資 材 27,292 19.4 160.9

そ の 他 商 品 8,876 6.3 84.2

小 計 36,168 25.7 131.5

合 計 140,720 100.0 112.6

　

(営業活動の状況)

　平成23年２月から３月までに全国４ヶ所（東京、名古屋、大阪、福岡）

で「エフピコ春のミニフェア2011」を開催し、日本全国の成功事例を一堂

に会し、新機能・新デザイン製品による春夏の売場演出の提案、ますます

本格化する環境問題に対する具体的な対策の提供等、小売業界が抱える問

題解決の一助としていただける場を提供させていただき、延べ12,400人

（前回のミニフェアに対し132％）の方々に来場いただきました。

　引き続き、４種類の新しいシートを中心に、耐寒から耐熱までを兼ね備

えた製品、耐熱透明容器、さらに軽量化した容器、ワンウェイ容器であり

ながら繰返し使えるスクリュータイプ容器など、新しいデザインはもとよ

り、新しい機能を兼ね備えた製品の提供に努めてまいります。
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(生産活動の状況)

　平成22年６月にフィルムメーカーの株式会社アルライトが連結子会社に

加わり、製品開発の強化を進めております。また、来春には当社の関東新

工場を稼動させる作業を着々と進めており、ＯＰＳ製品と同等の耐熱性と

コストを兼ね備え、素材特性の優れたＰＥＴ２軸延伸製品の生産に着手い

たします。

　

(物流活動の状況)

　平成22年６月にアイ・ロジック新福山ピッキングセンターが稼動し、本

年５月には中部第２配送センターとアイ・ロジック中部ピッキングセンタ

ーの稼動、来春稼動予定の関東新工場内にアイ・ロジック関東ピッキング

センターの拡充をそれぞれ予定しており、商品取扱増加への対応と物流品

質及びサービスレベルの向上、流通コストの削減を推し進めております。

　

(環境活動への取り組み)

　平成22年11月に中部リサイクル工場のリニューアルと全国への選別工場

の展開が終了し、選別工場９ヶ所（北海道、山形、関東、東海、中部、金

沢、西宮、福山、九州）とリサイクル工場３ヶ所（関東、中部、福山）に

よる新しいリサイクルネットワークが稼動を始め、12月には中部リサイク

ル工場内においてＰＥＴメカニカルリサイクルプラントが稼動を開始いた

しました。当連結会計年度のエコトレーを中心とした再商品化製品の売上

高は160億円となりました。今後とも発泡ポリスチレン製食品トレーに続

き、ＰＥＴ製透明食品容器においても、循環型の「エフピコ方式（トレー

ｔｏトレー及びボトルｔｏトレー）」リサイクルシステムの構築と確立に

努めることで、再商品化製品の拡大にまい進してまいります。

　

(社会貢献活動への取り組み)　

　社会的責任としての障がい者雇用の推進につきましては、全国の９ヶ所

の選別工場を主たる事業所として、ウッド容器（折箱タイプ容器）組立工

場、特例子会社、リサイクル選別分野での事業提携会社も含めた事業所・

工場等において、グループ全体で合計395名（雇用率算定数670名）の障が

い者が就労しており、パートタイマーも含むグループ全体での算定基準労

働者数3,914名に対する障がい者雇用率は16.1％となっております。
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(東日本大震災の影響)

　東日本大震災の当社への影響につきましては、東北工場（宮城県黒川

郡）が操業を停止しましたが、いち早く山形工場（山形県寒河江市）及び

関東工場（茨城県結城郡）にて代替生産し、関東下館工場（茨城県筑西

市）において損害を受けた３ラインの生産分は、山形工場及び近畿亀岡工

場（京都府亀岡市）で代替生産し、生産面のダメージを最小限に食い止め

ることができました。また、関東配送センターの製品在庫での一部荷崩れ

や、一時的な配送遅延が発生しましたが、全力で復旧にあたり、３月22日

より通常の出荷業務に回復しております。

　これらにより、当連結会計年度における東日本大震災による被害総額は

６億95百万円を予想し、この内５億円は損害保険金の入金を見込んでおり、

いずれも当期に計上しております。　

　

(2) 設備投資の状況

　当連結会計年度中において実施いたしました当社グループの設備投資の

総額は123億52百万円で、その主なものは次のとおりであります。

①　当連結会計年度中に取得した主要設備

・当社新福山ピッキングセンター（アイ・ロジ
ック福山ピッキングセンター）の設備　

　　　16億82百万円

・当社中部ＰＥＴリサイクル工場の設備　 　　　12億77百万円

・当社中部リサイクル工場の設備　 　　　10億44百万円

②　当連結会計年度中において継続中の主要設備の新設、拡充

・当社新中部ピッキングセンター（アイ・ロジ
ック中部ピッキングセンター）の設備

　　　10億30百万円

③　当連結会計年度中に実施した重要な固定資産の売却、撤去、滅失

　該当事項はありません。　 　

　

(3) 資金調達の状況

　当連結会計年度における資金調達の使途別の主な内訳は、次のとおりで

あります。設備資金として、銀行借入にて100億円を調達しております。こ

のうち、30億円については、リサイクル工場、選別工場設備資金として株

式会社日本政策投資銀行の環境クラブ型シンジケート・ローンにて、それ

ぞれの工場立地の地方銀行14行に参加いただき組成しました。

　また、これらの設備資金を含め、総額80億円を日本銀行の「成長基盤強

化を支援するための資金供給策(新貸出制度)」を利用しております。

　なお、資金調達手段の多様化に対応するため、金融機関との間で総額80

億円の増枠要件付(増額可能極度額20億円)コミットメントライン契約を締

結したほか、コマーシャル・ペーパー(CP)の発行総額を100億円から150億

円に増額しました。さらに、グループ内資金の効率化を図るためキャッシ

ュマネジメントシステム(CMS)を活用しております。　
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(4) 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

　該当事項はありません。

　

(5) 他の会社の事業の譲受けの状況

　当社子会社のエフピコ商事株式会社は、平成22年４月１日を効力発生日

として、包装資材卸売事業の規模の拡大と間接業務の一体的運用による効

率化を目的として、ユカ商事株式会社から包装資材卸売事業を譲受けまし

た。

　

(6) 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承

継の状況

　該当事項はありません。

　

(7) 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況

　当社子会社のエフピコ商事株式会社は、平成22年６月１日を効力発生日

として、株式会社アルライトの全株式を取得し、同社を完全子会社といた

しました。

　当社は、平成22年10月１日を効力発生日として、インターパック株式会

社の全株式を取得し、同社を完全子会社といたしました。

　当社は、平成22年12月１日を効力発生日として、ダイヤフーズ株式会社

と株式交換を行い、同社を完全子会社といたしました。

　

２．企業集団の財産及び損益の状況の推移

区 分
第 46 期

(平成20年３月期)
第 47 期

(平成21年３月期)
第 48 期

(平成22年３月期)

第 49 期
(当連結会計年度)
(平成23年３月期)

売 上 高(百万円) 125,513 128,244 124,918 140,720

当期純利益(百万円) 4,157 5,302 7,114 7,959

１株当たり当期純利益(円) 192.18 253.29 340.67 380.90

総  資 産(百万円) 117,592 138,791 137,720 155,738

純  資 産(百万円) 51,023 54,248 59,808 64,440

１株当たり純資産額(円) 2,411.36 2,594.40 2,860.36 3,111.61

(注)１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数により、１株当たり純資産額は期末発行

済株式総数により算出しております。なお、期中平均発行済株式総数及び期末発行済株式

総数は、それぞれ自己株式の数を控除して計算しております。
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３．重要な子会社の状況（平成23年３月31日現在）

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

エ フ ピ コ 商 事 株 式 会 社 400百万円 100.0％ 簡易食品容器の原材料及び製商品の販売

株式会社エフピコモダンパック 96 100.0 食品関連包装資材の販売

エフピコチューパ株式会社 100 100.0 簡易食品容器の製造販売

エ フ ピ コ 物 流 株 式 会 社 480 100.0 倉庫業及び貨物運送事業

株式会社アイ・ロジック 80 100.0 運送・倉庫管理運営事業

株 式 会 社 ア ル ラ イ ト 10 100.0 段ボール・プラスティックフィルムの製造販売

インターパック株式会社 400 100.0 食品関連包装資材の販売

ダ イ ヤ フ ー ズ 株 式 会 社 86 100.0 簡易食品容器の製造販売

(注)１．株式会社アルライトは、段ボール・フィルムなど当社グループの重要な事業を担って

いるため、今期より株式を取得したことに伴い、追加いたしました。

　　２．株式会社ダックスは、取引形態の変更に伴い、削除いたしました。

　

４．対処すべき課題

　消費の低迷、原材料価格の上昇など、経営環境が厳しさを増しているなか

で、当社グループといたしましては、以下の重点施策「中期的な会社の経営

戦略」を着実に実行するとともに、これまでに培ってきた経営基盤の整備強

化の成果を踏まえ、よりコスト競争力のある、安定した利益を確保しうる強

固な企業体質の形成を目指してまいります。

（中期的な会社の経営戦略）

　当社グループの経営方針の実現及び目標とする経営指標を実現するために、

「食品容器を通じて、お客様の快適な食生活を創造する企業グループ」を目

指し、メーカーとして「もっとも高品質な製品」を「どこよりも競争力のあ

る価格」で「必要な時に確実にお届けする」という基本３本柱を追求してま

いります。

　食環境の一翼を担う企業としての責任を果たすべく、素材開発力・製品開

発力・販売力・物流力の強化及び品質、生産性、サービスの向上を図り、ト

ータルコストの低減に努め、確固たる経営基盤づくりを進めてまいります。

これまでに培ってきた経営基盤を生かし、企業統合や事業譲受など、積極的

なマーケット拡大を進めてまいります。
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(1) 技術革新と製品開発

　最新鋭の生産設備の導入と更新を行い、製品の軽量化、新機能開発、新

素材開発など、総合的な技術革新を推し進め、高品質で高付加価値な製品、

低価格でありながら品質と機能を兼ね備えた製品等、お客様のニーズに対

応した製品開発のスピードを早めてまいります。

　

(2) 提案型企業（問題解決型企業）の実現

　市場の品質や機能・用途に対する要求の高まり、中食市場・個食市場の

拡大、これら食環境の変化を先取りし、お客様のニーズに即した製品を提

供し、容器を通じて売り場の差別化を図ってまいります。

　お客様の環境への取り組み・流通コストの削減に対しては、「エフピコ

方式」リサイクルやエフピコのもつ物流ネットワークの提供等、小売業界

が抱える問題解決に対しトータルで提案してまいります。

　

(3) 供給体制の強化

　サプライチェーンマネジメント（ＳＣＭ）のさらなる充実に努め、トー

タルコストの最適化と低減を目指した調達・生産及び物流体制の整備に取

り組んでまいります。

　全国を網羅する物流ネットワークを最大限に活用し、より高い次元で合

理化された物流サービスを提供するとともに、クリーンな環境で、誤出荷

などのお客様クレームゼロを念頭に置き、鋭意努力してまいります。

　

(4) 環境経営の推進

　平成22年を達成年とした「環境経営５ヵ年計画」に続き、環境経営の新

中期計画「エフピコエコアクション５０：ＦＰＥＡ５０」を実行してまい

ります。

　また、循環型の「エフピコ方式」を確立したエフピコならではの環境へ

の取り組みを推し進め、自主的な回収の推進や再生トレー（エコトレー）

の普及等、業界を牽引する各種施策を実施してまいります。

　さらには、発泡スチロール製食品用トレーの自主的な回収に加え、新た

に展開した透明食品容器の自主的な回収を加速し、透明食品容器において

も再生トレー（エコトレー）の製品化に向けて鋭意努力してまいります。
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(5) 社会的責任を重視した活動

　障がい者就労支援に積極的に参画し、地域社会からの信頼を得るための

活動を進めてまいります。

　また、リサイクル工場・回収選別工場等の見学や展示会など様々な機会

を通じて消費者の皆様とのコミュニケーションを深め、「安全・安心」を

キーワードに、トレーサビリティもさらに強化し、製品の安全衛生・品質

管理に努めてまいります。

　

(6) 知的財産権の強化

　当社グループの独自性・差別化を市場においてより確実なものとするた

め、特許や実用新案・意匠登録などの申請を進め、知的財産権の取得によ

り企業価値を高めてまいります。

　

(7) マーケット拡大への備え

　開発力・生産力・物流力・情報力・リサイクル、物流・情報ネットワー

ク、これらエフピコの培ってきたリソースとインフラを有機的に結合し、

マーケットの拡大に備えてまいります。

　

　株主の皆様には、何卒、一層のご指導ご鞭撻を賜りますようお願い申し

あげます。

　

５．主要な事業内容（平成23年３月31日現在）

事 業 区 分 主 要 製 品

簡易食品容器関連事業

簡易食品容器（トレー容器・弁当容器・折箱容器・紙容器・鶏卵
パック等）
包装資材（業務用ラップ・ポリ袋・レジ袋・ＦＰマット等）
合成樹脂製簡易食品容器の回収選別事業

商 事 関 連 事 業
不動産販売事業（不動産販売）
金型・機械販売事業（成型金型・機械等）

そ の 他 の 事 業

精密部品成型事業（電気・電子・液晶・ＬＥＤ部品等）
賃貸事業（不動産賃貸・リース・レンタル）
段ボール製造事業　
飲食店の経営
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６．主要な営業所及び工場（平成23年３月31日現在）

名　　　　　　　称  所　　　　　在　　　　　地

当 社
　

本 社 広島県福山市 　

東 京 本 社 東京都新宿区 　

大 阪 支 店 大阪府豊中市 　

営 業 所

札幌(札幌市中央区)
新潟(新潟市中央区)
名古屋(名古屋市中村区)
広島(広島市西区)
福岡(福岡市博多区)

仙台(仙台市若林区)
静岡(静岡市駿河区)
北陸(石川県金沢市)
四国(香川県高松市)
　

工 場

北海道(北海道石狩市)
山形(山形県寒河江市)
関東下館(茨城県筑西市)
中部(岐阜県安八郡)　
笠岡(岡山県笠岡市)
神辺(広島県福山市)　

九州(佐賀県神埼郡) 

東北(宮城県黒川郡)
関東(茨城県結城郡)
関東つくば(茨城県下妻市)
近畿亀岡(京都府亀岡市)

福山(広島県福山市) 
四国(高知県南国市)

 　

リサイクル工場
関東(茨城県結城郡)
福山(広島県福山市)

中部(岐阜県安八郡)
　

選別センター

北海道(北海道石狩市)
関東(茨城県結城郡)
中部(岐阜県安八郡)
西宮(兵庫県西宮市)　
九州(佐賀県神埼市)　　

山形(山形県寒河江市)
東海(静岡県駿東郡)
金沢(石川県金沢市)
福山(広島県福山市)
　

配送センター

北海道(北海道石狩市) 東北(山形県寒河江市)
東日本ハブセンター(茨城県結城郡)
東京(千葉県船橋市)
関西(兵庫県西宮市)
九州(佐賀県神埼郡)

中部(岐阜県安八郡)
福山(広島県福山市)
　

ピッキング
セ ン タ ー

北海道(北海道石狩市)
新潟(新潟県長岡市)　
西関東(東京都町田市)　
中部(岐阜県安八郡)
福山(広島県福山市)
九州(佐賀県神埼郡)

東北(宮城県黒川郡)　
関東(茨城県結城郡)　
東京(東京都江東区)　
関西(兵庫県西宮市)
広島(広島県廿日市市)
　

エフピコ商事株式会社 本 店 広島県福山市 　

株式会社エフピコモダンパック 本 店 広島県福山市 　

エフピコチューパ株式会社 本 店 東京都新宿区 　

エフピコ物流株式会社 本 店 広島県福山市 　

株式会社アイ・ロジック 本 店 東京都新宿区 　

株 式 会 社 ア ル ラ イ ト 本 店 岡山県笠岡市 　

インターパック株式会社 本 店 千葉市稲毛区　 　

ダイヤフーズ株式会社 本 店 大阪府池田市 　

　



－ 10 －

７．使用人の状況（平成23年３月31日現在）

(1) 企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減数

3,666名 647名増

(注)１.上記使用人数には、準社員473名を含んでおります。

２.上記使用人数には出向者を除き、社外からの被出向者を含んでおります。

３.上記使用人数の増加の主な理由は、企業再編によるものであります。　

　

(2) 当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減数 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

695名 28名増 38.2歳 12年2か月

(注)１.上記使用人数には、準社員１名を含んでおります。

２.上記使用人数には出向者を除き、社外からの被出向者を含んでおります。

　

８．主要な借入先の状況（平成23年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 も み じ 銀 行 4,017百万円

株 式 会 社 西 日 本 シ テ ィ 銀 行 3,888

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 3,615

株 式 会 社 中 国 銀 行 3,561

株 式 会 社 広 島 銀 行 3,112

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 3,080

株 式 会 社 山 陰 合 同 銀 行 2,070

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 1,436

株 式 会 社 山 口 銀 行 1,300

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,213

　

９．その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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Ⅱ 会社の現況

１．株式の状況（平成23年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 60,000,000株

(2) 発行済株式の総数 22,142,106株

(3) 株主数 3,512名

(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 小 松 安 弘 興 産 6,041千株 29.19％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 987 4.77

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 886 4.28

積 水 化 成 品 工 業 株 式 会 社 716 3.46

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
( 退 職 給 付 信 託 積 水 化 成 品 工 業 口 )

450 2.17

エ フ ピ コ 共 栄 会 444 2.15

株 式 会 社 西 日 本 シ テ ィ 銀 行 440 2.13

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(りそな銀行
再 信 託 分 ・ 株 式 会 社 も み じ 銀 行 退 職 給 付 信 託 口 )

381 1.84

小 松 安 弘 375 1.81

小 松 啓 子 369 1.79

(注)１.持株数は、千株未満を切り捨てて表示しております。

２.持株比率は、自己株式（1,443,850株）を控除して計算しております。

　

(5) その他株式に関する重要な事項

①当社は、鶏卵パック市場への新規参入と農産品向け容器取引の拡大のた

め、平成22年10月16日の取締役会決議に基づき、平成22年12月１日を株

式交換期日として簡易株式交換手続きにより、ダイヤフーズ株式会社を

完全子会社といたしました。当社は、この株式交換に際して、保有する

自己株式267千株をダイヤフーズ株式会社の株主に割当交付いたしました。

②当社は、平成23年２月１日の取締役会において、資本政策の一環として

自己株式の取得が、株主還元充実及び資本効率の向上、並びに経営環境
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の変化に対応した機動的な資本政策を可能にすることから、自己株式の

取得及びその具体的な取得方法として自己株式の公開買付けを行うこと

を決議し、平成23年２月２日から平成23年３月２日の間、本公開買付け

により、452千株（発行済株式総数（自己株式を含む）に対する割合　

2.04％）の自己株式を総額1,957百万円で取得いたしました。　
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２．会社役員の状況

(1) 取締役及び監査役の状況（平成23年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役会長 小 松 安 弘

最高経営責任者（ＣＥＯ）
エフピコ商事株式会社
株式会社エフピコモダンパック
エフピコチューパ株式会社
テ イ カ 精 密 株 式 会 社
イ ン タ ー パ ッ ク 株 式 会 社
ダ イ ヤ フ ー ズ 株 式 会 社
株式会社小松安弘興産
株式会社ＨＹコーポレーション

　
代表取締役会長兼社長
代表取締役社長
代表取締役会長
代表取締役会長
代表取締役会長
代表取締役会長
代表取締役社長
代表取締役会長

代表取締役社長 佐 藤 守 正 最高執行責任者（ＣＯＯ）

代表取締役専務 下 田 正 輝 生産本部管掌兼業務改革推進室管掌

専 務 取 締 役 笹 　 部 　 太 一 郎 第一営業本部本部長兼第二営業本部管掌

常 務 取 締 役 池 上 　 功
経営企画室ジェネラルマネージャー兼経理財務本部管掌
兼秘書室東京本社管掌

常 務 取 締 役 金 子 　 誠 総務人事本部本部長

常 務 取 締 役 高 西 智 樹 第二営業本部本部長

取 締 役 瀧 崎 俊 男
経理財務本部本部長
株式会社ダックス　代表取締役社長

取 締 役 土 利 川 　 泰 　 彦 秘書室ジェネラルマネージャー兼環境対策室管掌

取 締 役 安 田 和 之 ＳＣＭ本部本部長兼情報システム部管掌

取 締 役 高 橋 正 伸 第一営業本部副本部長

取 締 役 永 井 信 幸 生産本部本部長

取 締 役 岡 　 恒 治
東京営業第１部ジェネラルマネージャー兼ストア
支援事業部ジェネラルマネージャー兼東京市場開
発部ジェネラルマネージャー兼容器開発部管掌

取 締 役 江 崎 義 隆 商事本部本部長

取 締 役 高 橋 　 稔 法務・コンプライアンス統括室ジェネラルマネージャー

取 締 役 米 澤 正 好 生産本部副本部長（押出技術担当）

取 締 役 佐 藤 　 修 東京営業第２部ジェネラルマネージャー

取 締 役 末 　 吉 　 竹 二 郎  

常 勤 監 査 役 唐 井 正 純
　
　

常 勤 監 査 役 小 林 敏 朗
　
　

常 勤 監 査 役 坂 田 幹 彦
　
　

常 勤 監 査 役 中 居 敏 郎
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(注)１．取締役末吉竹二郎氏は、社外取締役であります。
２．監査役坂田幹彦氏及び中居敏郎氏は、社外監査役であります。
３．当社は、監査役坂田幹彦氏を東京証券取引所及び大阪証券取引所の定めに基づく独

立役員として指定し、両取引所に届け出ております。
４．当該事業年度に係る役員の重要な兼職状況は、以下のとおりであります。

・取締役佐藤守正氏は、エフピコチューパ株式会社、株式会社アイ・ロジック及び
ダイヤフーズ株式会社の取締役を兼務しております。

・取締役笹部太一郎氏は、株式会社アイ・ロジックの取締役を兼務しております。
・取締役高西智樹氏は、株式会社アイ・ロジックの取締役を兼務しております。
・取締役永井信幸氏は、エフピコチューパ株式会社の取締役を兼務しております。
・取締役江崎義隆氏は、エフピコ商事株式会社の取締役を兼務しております。
・取締役佐藤修氏は、エフピコチューパ株式会社の取締役を兼務しております。　
・監査役小林敏朗氏は、ダイヤフーズ株式会社の監査役を兼務しております。　
・監査役坂田幹彦氏は、株式会社アイ･ロジック、エフピコチューパ株式会社及びイ
ンターパック株式会社の監査役を兼務しております。

・監査役中居敏郎氏は、エフピコ物流株式会社の監査役を兼務しております。
５．取締役瀧崎俊男氏は、平成23年４月７日に株式会社ダックス代表取締役社長を退任

いたしました。　

　

(2) 当事業年度中の取締役及び監査役の異動

①就任

　平成22年６月29日開催の第48回定時株主総会において、新たに佐藤修

及び末吉竹二郎の両氏が取締役に選任され、また、中居敏郎氏が監査役

に再任され、それぞれ就任いたしました。

　

②退任

　上垣内詳治氏（インターパック株式会社顧問）は、当社取締役を平成

22年９月30日をもって辞任いたしました。
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③当事業年度中の取締役の地位及び担当等の異動

氏 名 新 旧 異 動 年 月 日

高 西 智 樹
常務取締役第二営業本
部本部長

取締役第二営業本部本部長 平成22年６月29日

高 橋 正 伸

取締役第一営業本部副
本部長兼東京市場開発
部ジェネラルマネージ
ャー

取締役第一営業本部副
本部兼東京営業第６部
ジェネラルマネージャ
ー

平成22年４月１日

取締役第一営業本部副
本部長

取締役第一営業本部副
本部長兼東京市場開発
部ジェネラルマネージ
ャー

平成22年７月１日

岡 　 恒 治

取締役東京営業第１部
ジェネラルマネージャ
ー兼ストア支援事業部
ジェネラルマネージャ
ー兼容器開発部管掌

取締役東京営業第１部
ジェネラルマネージャ
ー兼東京営業第３部ジ
ェネラルマネージャー
兼ストア支援事業部ジ
ェネラルマネージャー
兼容器開発部管掌

平成22年４月１日

取締役東京営業第１部
ジェネラルマネージャ
ー兼ストア支援事業部
ジェネラルマネージャ
ー兼東京市場開発部ジ
ェネラルマネージャー
兼容器開発部管掌

取締役東京営業第１部
ジェネラルマネージャ
ー兼ストア支援事業部
ジェネラルマネージャ
ー兼容器開発部管掌

平成22年７月１日

米 澤 正 好
取締役生産本部副本部
長（押出技術担当）

取締役生産本部副本部長 平成22年４月１日

　
(3) 取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 人 数 報酬等の総額

取 締 役 （ う ち 社 外 取 締 役 ） 19名（1名） 414百万円（9百万円）

監 査 役 （ う ち 社 外 監 査 役 ） 4名（2名） 57百万円（26百万円）

合 計 23名（3名） 471百万円（35百万円）

(注)１．平成18年６月29日開催の第44回定時株主総会において、取締役の報酬を年額400百
万円以内（使用人兼務取締役の使用人分給与を含まない。）、監査役の報酬額を
年額80百万円以内と決議いただいております。

２．上記の人数には、平成22年9月30日をもって辞任した、取締役１名を含んでおりま
す。

３．上記の報酬等の額には、当事業年度における役員退職慰労引当金の繰入額が、70
百万円（取締役18名に対し63百万円、監査役４名に対し６百万円、うち社外役員
２名に対し３百万円）含まれております。　
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(4) 社外役員に関する事項

当事業年度における主な活動状況

①取締役会及び監査役会への出席状況

地 位 ・ 氏 名
取締役会（23回開催） 監査役会（19回開催）

出席回数 出 席 率 出席回数 出 席 率

取 締 役 末　吉　竹二郎 11回 68.8％ －回 －％

監 査 役 坂 田 幹 彦 23 100.0 19 100.0

監 査 役 中 居 敏 郎 23 100.0 19 100.0

(注)取締役末吉竹二郎氏は、平成22年６月29日開催の当社第48回定時株主総会で、取締役
に選任されており、取締役会の出席率は就任後の取締役会開催回数16回で計算してお
ります。

　

②当社または当社の特定関係事業者との親族関係

監査役中居敏郎氏は、当社社員の三親等以内の親族であります。

　

③取締役会及び監査役会における発言状況

取締役末吉竹二郎氏は、国際的な環境問題、企業の社会的責任に関す

る見識と豊富な経験に基づき、環境保全・環境貢献に対する企業の役割

等について積極的に発言を行っております。

また、監査役坂田幹彦及び中居敏郎の両氏は、それぞれ広い見識と客

観的な見地から、議案審議等に必要な発言を適宜行っております。

　

④重要な兼職先と当社との関係

　監査役坂田幹彦氏は、株式会社アイ・ロジックの監査役を兼職し、株

式会社アイ・ロジックと当社との間で、製商品の運送及び倉庫管理運営

業務を行っております。また、エフピコチューパ株式会社及びインター

パック株式会社の監査役を兼職し、これら２社と当社との間で、継続的

営業取引を行っております。

　また、監査役中居敏郎氏は、エフピコ物流株式会社の監査役を兼職し、

エフピコ物流株式会社と当社との間で、製商品の保管及び配送業務委託

を行っております。　　
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３．会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称 有限責任監査法人トーマツ

　

(2) 会計監査人の報酬等の額

区 分 支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 44百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財
産上の利益の合計額

46

(注)当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査報酬額と金融商品

取引法に基づく監査報酬額を区分しておりませんので、当事業年度に係る報酬等の額

にはこれらの合計額を記載しております。

　

(3) 非監査業務の内容

　当社は、国際財務報告基準（ＩＦＲＳ）適用に向けて、日本会計基準と

の差異調査、ＩＦＲＳ適用による影響調査並びにＩＦＲＳに基づくプロフ

ォーマ（仮）財務情報に係る修正仕訳に関する助言・指導業務に関して報

酬を支払っております。

 　

(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　取締役会は、当該会計監査人が、会社法や公認会計士法等の法令に違反

または抵触した場合並びに職務の執行に支障がある場合等、その必要があ

ると判断した時は、監査役会の同意を得たうえで、当該会計監査人の解任

または不再任に関する議題を株主総会に提案します。また、監査役会は、

当該会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める事由に該当すると判断

した場合は、全員一致の決議により、監査役会が当該会計監査人を解任し

ます。
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４．業務の適正を確保するための体制

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は

以下のとおりであります。

　

(1)　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制と損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①コンプライアンス、リスク管理に関する体制

イ．コンプライアンス、リスク管理に関する体制

　コンプライアンス、リスク管理に関する体制は、既に設置されてい

るリスク・コンプライアンス委員会をもってこれにあたるものとし、

同委員会の事務局を、法務・コンプライアンス統括室に置く。また、

公益通報者保護法の施行を受け、法令違反行為等が発生した場合の対

応として、内部通報制度を整備し、役員及び社員に対してその周知を

図るものとする。

　

ロ．コンプライアンス、リスク管理に関する規程

　役員及び社員が、高い倫理観と社会的良識を持ち、コンプライアン

ス精神の浸透を図ることを目的に制定した「エフピコ行動憲章」、

「エフピココンプライアンス行動規範」を会社法の精神に則り、再度

役員及び社員に対して周知を図るものとする。コンプライアンス、リ

スク管理に関する規程は、制定済の「リスク・コンプライアンス委員

会規則」、「リスク管理規程」、「危機管理規程」とする。また、そ

の他の社内規程と併せ、各規程に則して行動することにより、取締役

及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する。

　

②モニタリング体制

業務執行部門とは独立した社長直轄の監査室による内部監査を実施し、

業務執行部門のリスク管理状況、コンプライアンス状況も含めモニタリン

グを行う。これにより、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合するこ

とを確保する。
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③情報開示統制

法定開示及び適時開示に関係する情報は、秘書室に情報集約し、関係部

門と協議の上、開示の必要性要否の判断を行う。より一層透明性を確保し

健全性を図るため、情報開示体制並びに社内規程の整備を行うものとする。

　

④反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方は、「エフピコ行動憲章」、

「エフピココンプライアンス行動規範」で定め、市民社会の秩序や安全に

脅威を与える反社会的勢力及び団体とは関係を持たず、不当・不法な要求

には一切応じないものとする。反社会的勢力に対する対応は、総務部が総

括し必要に応じて警察等の外部専門機関と連携して対処する。

　

(2)　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務に係る情報の保存・管理は、「文書管理規程」で定め、適

正な運用を図るものとする。保存文書の保存年限は、関係法令で定められ

た期間とし、必要に応じて閲覧可能な状態を維持するものとする。

　

(3)　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　会社法の規定に基づき、取締役会、監査役及び監査役会、会計監査人を

置く。また、経営に関する重要事項を協議する機関として、経営会議を設

置する。　

　取締役は「取締役会規程」、監査役は「監査役会規程」、「監査役監査

基準」に則り、各々の職務を遂行する。これをもって、取締役の職務の執

行が効率的に行われることを確保し、監査役の監査が実効的に行われるこ

とを確保する体制とする。

　

(4)　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための

体制

①企業集団のガバナンス体制

イ．企業倫理、コンプライアンス

　当企業集団は、共通の高い倫理観と社会的良識を持ち、コンプライ

アンス精神の浸透を図る。このため、「エフピコ行動憲章」、「エフ

ピココンプライアンス行動規範」を当企業集団に属する役員及び社員

に適用するよう整備する。
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ロ．コンプライアンス、リスク管理に関する体制

　当社のリスク・コンプライアンス委員会の活動目的、審議事項など

を当企業集団に適用するよう整備する。これにより、当企業集団にお

けるコンプライアンス、リスク管理に関する体制は、リスク・コンプ

ライアンス委員会をもってこれにあたる。また、公益通報者保護法の

施行を受け、法令違反行為等が発生した場合の対応として、当企業集

団に適用する内部通報制度を整備し、当企業集団に属する役員及び社

員に対してその周知を図るものとする。

　

②関係会社の管理

「関係会社管理規程」をもって、関係会社の管理を有効的、効果的に行

う。

　

③モニタリング体制

当企業集団におけるモニタリング体制は、業務執行部門とは独立した社

長直轄の当社監査室による内部監査を実施し、各子会社の業務執行部門の

リスク管理状況、コンプライアンス状況も含めモニタリングを行う。これ

により、企業集団における業務の適正を確保する。

　

④情報開示統制

当社が行っている法定開示及び適時開示に関係する情報開示統制を当企

業集団に適用するよう整備し、企業集団としてより一層透明性を確保し健

全性を図るため、情報開示統制を強化するものとする。

　

(5)　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項、また、その使用人の取締役からの独立性に関す

る事項

　監査役会の決定により、当面の間、監査役の職務を補助すべき使用人は

置かないこととする。　
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(6)　取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への

報告に関する体制

　取締役及び使用人は、監査役から業務執行に関する事項の報告を求めら

れた場合には、速やかに報告を行わなければならないものとし、取締役は、

「取締役会規程」及び「監査役会規程　細則」に則り、監査役への報告を

遅滞なく行う。また、内部通報制度を整備し、使用人が、職場における法

令違反行為等の事実を知ったときは、監査役への報告を遅滞なく行うよう、

役員及び社員に対してその周知を図るものとする。

　

(7)　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役は、「監査役会規程」、「監査役監査基準」に則して行動すると

ともに、会計監査人、監査室と緊密な連携を保ち、合理的な監査に努める

ことで監査役の監査が実効的に行われることを確保するものとする。

　また、必要な場合には、専門家（弁護士・公認会計士・税理士・コンサ

ルタント等）との意思疎通を図るなどの対応を行うこととする。

　

５．剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社グループは、株主の皆様への利益還元を最重要課題の一つと考え、収

益力の向上と財務体質の強化を図り、継続的かつ安定的な配当を実施してま

いります。内部留保につきましては、経営体質の充実強化とともに、事業拡

大に向けての戦略投資等の機動的な実施に備えてまいります。また、これら

を総合的に勘案しながら連結ベースでの配当性向30％を目途にしてまいりま

す。

　平成23年３月期の期末配当金については、５月27日開催の取締役会にて、

１株につき58円とする決議をいたしました。これにより、中間配当金58円と

合わせますと年間配当金は116円となります。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成23年３月31日現在）
(単位：百万円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科　　　　目 金　 額 科　　　　目 金　 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

リース債権及びリース投資資産

販 売 用 不 動 産

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

短 期 貸 付 金

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

64,011

13,273

31,540

30

12

12,573

144

1,976

1,347

55

2,696

408

△47

91,727

83,244

33,469

8,240

26,384

9,455

1,513

4,180

3,155

2,192

963

5,327

2,940

140

1,059

1,287

△101

流 動 負 債 66,685

支払手形及び買掛金 18,905

短 期 借 入 金 19,250

コマーシャル・ペーパー 15,000

リ ー ス 債 務 2,560

未 払 金 4,185

未 払 法 人 税 等 2,465

未 払 消 費 税 等 242

賞 与 引 当 金 1,576

役 員 賞 与 引 当 金 90

そ の 他 2,408

固 定 負 債 24,612

長 期 借 入 金 14,135

リ ー ス 債 務 7,410

退 職 給 付 引 当 金 1,837

役員退職慰労引当金 1,047

繰 延 税 金 負 債 30

そ の 他 150

負 債 合 計 91,298

純 資 産 の 部

株 主 資 本 64,148

資 本 金 13,150

資 本 剰 余 金 15,843

利 益 剰 余 金 40,092

自 己 株 式 △4,937

その他の包括利益累計額 256

その他有価証券評価差額金 256

少 数 株 主 持 分 35

純 資 産 合 計 64,440

資 産 合 計 155,738 負 債 純 資 産 合 計 155,738

(注)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(平成22年４月１日から
平成23年３月31日まで)

  （単位：百万円）

科 目 金           額

売 上 高     140,720

売 上 原 価     97,992

売 上 総 利 益     42,728

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費     29,669

営 業 利 益     13,058

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 17     

受 取 配 当 金 76     

受 取 賃 貸 料 113     

補 助 金 収 入 561     

ス ク ラ ッ プ 売 却 益 123     

負 の の れ ん 償 却 額 17     

そ の 他 210 1,120

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 499     

そ の 他 215 714

経 常 利 益     13,465

特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益 2     

投 資 有 価 証 券 売 却 益 14     

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 89     

賞 与 引 当 金 戻 入 益 32     

負 の の れ ん 発 生 益 219     

受 取 保 険 金 531 　

そ の 他 51 942

特 別 損 失   

投 資 有 価 証 券 評 価 損 6     

固 定 資 産 除 却 売 却 損 198     

災 害 損 失 695     

そ の 他 56 956

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益     13,450

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 5,106     

法 人 税 等 調 整 額 381 5,487

少数株主損益調整前当期純利益     7,962

少 数 株 主 利 益     3

当 期 純 利 益     7,959

(注)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(平成22年４月１日から
平成23年３月31日まで)

  （単位：百万円）

 
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平成22年３月31日　残高 13,150 15,497 34,426 △3,905 59,169

連結会計年度中の変動額      

剰 余 金 の 配 当   △2,294  △2,294

当 期 純 利 益   7,959  7,959

自 己 株 式 の 取 得       △1,861 △1,861

自 己 株 式 の 処 分   346  829 1,175

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

     

連結会計年度中の変動額合計 － 346 5,665 △1,032 4,979

平成23年３月31日　残高 13,150 15,843 40,092 △4,937 64,148

 

その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計その他有価証券
評価差額金

その他の包括利益
累計額合計

平成22年３月31日　残高 566 566 72 59,808

連結会計年度中の変動額     

剰 余 金 の 配 当    △2,294

当 期 純 利 益    7,959

自 己 株 式 の 取 得    △1,861

自 己 株 式 の 処 分    1,175

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

△310 △310 △37 △347

連結会計年度中の変動額合計 △310 △310 △37 4,631

平成23年３月31日　残高 256 256 35 64,440

(注)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項　

連結子会社の数 34社

・子会社は全て連結しております。

・主要な連結子会社の名称

エフピコ商事株式会社、株式会社エフピコモダンパック、エフピコチューパ株式会社、

エフピコ物流株式会社、株式会社アイ・ロジック

当連結会計年度より、株式会社アルライト及びインターパック株式会社は全株式を取

得したため、ダイヤフーズ株式会社は株式交換により、また、ジャパンハイパック株

式会社は、ダイヤフーズ株式会社の子会社であったため、それぞれ連結の範囲に含め

ております。

　

(2) 持分法の適用に関する事項

持分法を適用していない関連会社の名称

株式会社石田商店

持分法を適用しない理由

持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、

かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。

　

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

全ての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

　

(4) 会計処理基準に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

その他有価証券

・時価のあるもの

連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法

により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）を採用しております。

・時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

ロ．たな卸資産

・商品、製品、半製品、原材料及び仕掛品

月次総平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法

により算定)を採用しております。

・販売用不動産

個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により

算定)を採用しております。

・貯蔵品

最終仕入原価法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方

法により算定)を採用しております。
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② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産(リース資産を除く)

主として定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、

定額法を採用しております。

また、連結子会社のエフピコ商事株式会社が貸与目的で取得した有形固定資産及び

倉庫事業を営む子会社については、定額法を採用しております。

(主な耐用年数）

　建物及び構築物 15～35年

　機械装置及び運搬具 ４～８年

ロ．無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）

に基づいております。

ハ．リース資産

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

③ 重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。

ロ．賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当連結会計年

度の負担額を計上しております。

ハ．役員賞与引当金

当社及び一部の連結子会社は、役員賞与の支出に備えるため、当連結会計年度にお

ける支給見込額を計上しております。

ニ．退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務年数内の一定の年数(５年)に

よる定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(５年)による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結

会計年度より損益処理しております。

ホ．役員退職慰労引当金

当社及び一部の連結子会社は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づ

く当連結会計年度末要支給額を計上しております。
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④ のれんの償却に関する事項

のれんの償却は、金額の重要なもののみ発生日以降５年間で均等償却を行い、その他の

ものは発生時に全額償却しております。　

⑤ その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

イ．消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

ロ．収益及び費用の計上基準

ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準

売上高を計上せずに利息相当額を各期に配分する方法によっております。

　

(5) 会計方針の変更

(資産除去債務に関する会計基準の適用)

当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　

平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

これによる当連結会計年度の損益に与える影響額は、軽微であります。　

(企業結合に関する会計基準等の適用)　

当連結会計年度より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成

20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成

20年12月26日）、「研究開発費等に係る会計基準」の一部改正」（企業会計基準第

23号　平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７

号　平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号　平

成20年12月26日公表分）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する

適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日）を適用しておりま

す。

　

(6) 表示方法の変更

(損益計算書)

当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　

平成20年12月26日）に基づき、「会社法施行規則、会社計算規則等の一部を改正す

る省令」（平成21年３月27日　平成21年法務省令第７号）を適用し、「少数株主損

益調整前当期純利益」の科目で表示しております。

前連結会計年度において営業外収益の「その他」に含めて表示していた「スクラッ

プ売却益」（前連結会計年度71百万円）は、金額的重要性が増したため、当連結会

計年度より区分掲記しております。　

　

２．連結貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 73,547百万円

(2) 国庫補助金の受入れにより、機械装置及び運搬具の取得価額より控除

した固定資産の圧縮記帳累計額

　　

334百万円
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(3) 当座貸越契約及び貸出コミットメント契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、当座貸越契約及び貸出コミットメント契約

を締結しております。

これらの契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は、次のとおりであります。

当座貸越極度額及び貸出コミットメント契約の総額 41,600百万円

借入実行残高 6,600百万円

差引額 35,000百万円

　
３．連結損益計算書に関する注記

(1) 受取保険金は、東日本大震災による固定資産やたな卸資産に対する損害保険金の受取見込

み額及び子会社における生命保険の解約収入であります。

(2) 災害損失は、東日本大震災によるもので、その内訳は次のとおりであります。

建物・設備原状回復修繕費 408百万円

たな卸資産滅失損 152百万円

その他 134百万円

　
４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前連結会計年度
末株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度
末株式数(株)

発行済株式 　 　　　 　　

 普通株式 22,142,106 － － 22,142,106

合　計 22,142,106 － － 22,142,106

自己株式 　　 　　

 普通株式(注) 1,257,985 453,025 267,160 1,443,850

合　計 1,257,985 453,025 267,160 1,443,850

(注)普通株式の自己株式の株式数の増加の内訳は、公開買付によるもの452,300株（うち新規連

結子会社が保有していたもの54,800株）及び単元未満株式の買取による増加725株でありま

す。

　　普通株式の自己株式の株式数の減少は、株式交換に伴う払出し267,160株であります。
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(2) 配当に関する事項

① 配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

平成22年５月31日
取 締 役 会

普通株式 1,085 52 平成22年３月31日 平成22年６月14日

平成22年11月８日
取 締 役 会

普通株式 1,208 58 平成22年９月30日 平成22年11月26日

 
② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決 議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の
原資

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

平成23年５月27日
取 締 役 会

普通株式 1,200
利益
剰余金

58 平成23年３月31日 平成23年６月13日

　

５．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

当社グループの資金運用については、短期的で安全性の高い預金等に限定し、資金調達

については銀行借入及び短期社債（コマーシャル・ペーパー）の発行による方針です。

デリバティブは、外貨建取引の為替相場変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行

い、投機的な取引は行わない方針です。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、取引先の信用リスクに晒されています。当該リ

スクに関しては、取引先与信管理規程に従い、取引先ごとの与信限度額管理及び残高管

理を行うとともに、全ての取引先の信用状況を、定期的に信用調査書等にて把握する体

制としています。

投資有価証券の株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に業務上の取引

関係を有する企業の株式であり、毎月末に時価を把握し、経営者に報告しております。

営業債務である支払手形及び買掛金の支払期日は、全て６ヶ月以内です。

借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金（主に３

年以内）は主に設備投資に係る資金調達です。変動金利の借入金は、金利の変動リスク

に晒されています。

デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ

取引を目的とした為替予約取引であります。デリバティブ取引の執行・管理については、

社内規程に従って行っており、また、デリバティブ取引の利用にあたっては、信用リス

クを軽減するために、格付けの高い金融機関とのみ取引を行っています。

　

(2) 金融商品の時価等に関する事項

平成23年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれ

ておりません。
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（単位：百万円）　

　 連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1)現金及び預金 　13,273 13,273 －

(2)受取手形及び売掛金 　31,540         

貸倒引当金（*） 　△27         

　 　31,513 31,513 －

(3)リース債権及びリース投資資産 　30 30 －

(4)短期貸付金 　55 57 2

(5)未収入金 　2,696 2,696 －

(6)投資有価証券 　            

その他有価証券 　2,475 2,475 －

(7)長期貸付金　 　140 136 △3

資　産　計 　50,185 50,184 0

(1)支払手形及び買掛金 　18,905 18,905 －

(2)短期借入金 　19,250 19,364 114

(3)コマーシャル・ペーパー 　15,000 15,000 －

(4)リース債務（流動負債） 　2,560 2,695 135

(5)未払金 　4,185 4,185 －

(6)未払法人税等 　2,465 2,465 －

(7)未払消費税等 　242 242 －

(8)長期借入金 　14,135 14,069 △66

(9)リース債務（固定負債） 　7,410 7,429 19

負　債　計 84,155 84,358 203

（*）受取手形及び売掛金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

（注）1．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

　資　産

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金、(3)リース債権及びリース投資資産、

(4)短期貸付金(１年内長期貸付金除く)、(5)未収入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当

該帳簿価額によっております。なお、受取手形及び売掛金については、貸倒引当

金の個別引当及び個別に信用リスクを把握することが困難な先について、一括貸

倒引当金を信用リスクと見做し、時価を算定しております。

(6)投資有価証券

これらの時価は、取引所の価格によっております。
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(7)長期貸付金

長期貸付金の時価の算定は、ＤＣＦ法を用いて（割引金利を「リスク・フリー・

レート＋スプレッド」とする計算方法）将来キャッシュ・フローを現在価値とし、

算定しております。

　負　債　

(1)支払手形及び買掛金、(3)コマーシャル・ペーパー、(5)未払金、(6)未払法人税等、

(7)未払消費税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当

該帳簿価額によっております。　

(2)短期借入金、(8)長期借入金

短期借入金のうち、１年内返済予定の長期借入金以外については、時価は帳簿価

額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。１年内返済予定の

長期借入金及び長期借入金の時価の算定は、固定金利については、ＤＣＦ法を用

いて（割引金利を「リスク・フリー・レート＋スプレッド」とする計算方法）将

来キャッシュ・フローを現在価値にしたものを合計し、時価を算定しております。

変動金利による長期借入金については、金利が一定期間ごとに更改される条件と

なっているため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。

(4)リース債務（流動負債）、(9)リース債務（固定負債）

リース債務の時価については、ＤＣＦ法を用いて（割引金利を「リスク・フリー・

レート＋スプレッド」とする計算方法）将来キャッシュ・フローを現在価値とし

たものを合計し、時価を算定しております。

　

（注）2．非上場株式（連結貸借対照表計上額465百万円）は、市場価格がなく、かつ、将来キャ

ッシュ・フローを見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認めら

れるものであるため、「資産（6）その他有価証券」には含めておりません。　

　

６．賃貸等不動産に関する注記

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項　

当社及び一部の連結子会社では、広島県福山市その他の地域において、賃貸用の商業施設

（土地を含む。）を有しております。

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項　

連結貸借対照表計上額（百万円） 時　　　価（百万円）　

2,320 2,388　

（注）1.連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除し

た金額であります。
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　　　2.当連結会計年度末の時価は、主として「固定資産税評価額」または「路線価」に基づ

いて自社で算定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

　

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 3,111円61銭

(2) １株当たり当期純利益 380円90銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。

　

８．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表
（平成23年３月31日現在）

（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科　　　　目 金　 額  科　　　　目 金　 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

販 売 用 不 動 産

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

短 期 貸 付 金

未 収 入 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ｴ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

敷 金 ・ 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

60,703

12,348

9,391

15,862

12

9,362

59

1,532

8,590

2,414

800

345

△15

79,600

70,289

26,889

1,126

7,033

73

3,292

21,623

8,744

1,504

874

766

108

8,435

2,633

3,829

51

682

811

477

△50

流 動 負 債 60,814

買 掛 金 12,206

短 期 借 入 金 9,766

ｺ ﾏ ｰ ｼ ｬ ﾙ ･ ﾍ ﾟ ｰ ﾊ ﾟ ｰ 15,000

１年内返済予定の長期借入金 12,650

リ ー ス 債 務 2,384

未 払 金 4,920

未 払 法 人 税 等 1,621

未 払 費 用 1,487

賞 与 引 当 金 579

役 員 賞 与 引 当 金 76

そ の 他 120

固 定 負 債 23,512

長 期 借 入 金 14,135

リ ー ス 債 務 6,967

退 職 給 付 引 当 金 1,303

役員退職慰労引当金 989

そ の 他 115

負 債 合 計 84,326

純 資 産 の 部

株 主 資 本 55,709

資 本 金 13,150

資 本 剰 余 金 15,833

資 本 準 備 金 15,487

その他資本剰余金 346

利 益 剰 余 金 31,761

利 益 準 備 金 667

その他利益剰余金 31,093

別 途 積 立 金 15,200

繰 越 利 益 剰 余 金 15,893

自 己 株 式 △5,035

評価・換算差額等 268

その他有価証券評価差額金 268

純 資 産 合 計 55,977

資 産 合 計 140,304 負 債 純 資 産 合 計 140,304

(注)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

(平成22年４月１日から
平成23年３月31日まで)

  （単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高     116,674

売 上 原 価     81,179

売 上 総 利 益     35,495

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費     24,992

営 業 利 益     10,502

営 業 外 収 益         

受 取 利 息 40     

受 取 配 当 金 72     

受 取 賃 貸 料 155     

受 入 手 数 料 53     

そ の 他 193 515

営 業 外 費 用         

支 払 利 息 486     

そ の 他 173 659

経 常 利 益     10,358

特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益 1  

関 係 会 社 清 算 配 当 金 22     

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 22 　

受 取 保 険 金 500 547

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 売 却 損 159     

災 害 損 失 691     

そ の 他 9 860

税 引 前 当 期 純 利 益     10,045

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 3,742     

法 人 税 等 調 整 額 351 4,093

当 期 純 利 益     5,952

(注)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(平成22年４月１日から
平成23年３月31日まで)

  (単位：百万円)

 

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合　　計資　本

準備金

その他
資　本
剰余金

資　本
剰余金
合　計

利　益
準備金

その他利益剰余金
利　益
剰余金
合　計

別　途
積立金

繰　越
利　益
剰余金

平成22年３月31日 残高 13,150 15,487 0 15,487 667 15,200 12,238 28,106 △3,905 52,839

事業年度中の変動額           

剰 余 金 の 配 当       △2,297 △2,297  △2,297

当 期 純 利 益       5,952 5,952  5,952

自己株式の取得         △1,960 △1,960

自己株式の処分    346 346     829 1,175

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

          

事業年度中の変動額合計     － － 346 346 － － 3,654 3,654 △1,130 2,869

平成23年３月31日 残高 13,150 15,487 346 15,833 667 15,200 15,893 31,761 △5,035 55,709

 

評価・換算差額等

純 資 産
合 計

そ の 他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成22年３月31日 残高 570 570 53,409

事業年度中の変動額    

剰 余 金 の 配 当      　 △2,297

当 期 純 利 益      5,952

自己株式の取得      △1,960

自己株式の処分      1,175

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

△302 △302 △302

事業年度中の変動額合計 △302 △302 2,567

平成23年３月31日 残高 268 268 55,977

(注)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

その他有価証券

・時価のあるもの

事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により

処理し、売却原価は、移動平均法により算定）を採用しております。

・時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

② たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品、製品、半製品、原材料及び仕掛品

月次総平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法に

より算定)を採用しております。

販売用不動産

個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算

定)を採用しております。

貯蔵品

最終仕入原価法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法

により算定)を採用しております。

　

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）については、定

額法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建　　　　物　　15年～35年

　機械及び装置　　　　　８年

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に

基づいております。

③ リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

④ 長期前払費用

定額法を採用しております。
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(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当事業年度の負担

額を計上しております。

③ 役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えるため、当事業年度における支給見込額を計上しております。

④ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）に

よる定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から損

益処理しております。

⑤ 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当事業年度末要支給額を計上して

おります。

　

(4) その他計算書類作成のための基本となる事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

　

(5) 会計方針の変更

(資産除去債務に関する会計基準の適用)

当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20

年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

これによる当事業年度の損益に与える影響額は、軽微であります。

　

(企業結合に関する会計基準等の適用)　

当事業年度より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成20年12

月26日）、「「研究開発費等に係る会計基準」の一部改正」（企業会計基準第23号　

平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成

20年12月26日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」

（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日）を適用しております。　
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２．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 62,179百万円

(2) 関係会社に対する金銭債権債務額

①短期金銭債権 11,181百万円

②長期金銭債権 356百万円

③短期金銭債務 6,953百万円

④長期金銭債務 －百万円

(3) 当座貸越契約及び貸出コミットメント契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、当座貸越契約及び貸出コミットメント契約

を締結しております。これらの契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおり

であります。

当座貸越極度額及び貸出コミットメント契約の総額 41,600百万円

借入実行残高 6,600百万円

差引額 35,000百万円

　

３．損益計算書に関する注記

(1) 関係会社との取引高

①関係会社に対する売上高 8,817百万円

②関係会社に対する営業費用 40,266百万円

③関係会社との営業取引以外の取引高 1,847百万円

(2) 受取保険金は、東日本大震災による固定資産やたな卸資産に対する損害保険金の受取見込

み額であります。

(3) 災害損失は、東日本大震災によるもので、その内訳は次の通りであります。

建物・設備原状回復修繕費 408百万円

たな卸資産減失損 152百万円

その他 129百万円

　
４．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 前事業年度末株式数(株) 当期増加株式数(株) 当期減少株式数(株) 当事業年度末株式数(株)

普通株式（注） 1,257,985 453,025 267,160 1,443,850

合 計 1,257,985 453,025 267,160 1,443,850

(注)普通株式の自己株式の株式数の増加の内訳は、公開買付による増加452,300株並びに単元未満

株式の買取725株で、減少は株式交換に伴う払出し267,160株であります。



－ 39 －

５．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳　

(繰延税金資産)

未払事業税否認額 129百万円

賞与引当金 234百万円

たな卸資産未実現利益棚卸控除額 18百万円

退職給付引当金 526百万円

役員退職慰労引当金 399百万円

貸倒引当金繰入限度超過額 3百万円

未払費用否認額 523百万円

投資有価証券評価損 114百万円

減損損失 119百万円

関係会社株式評価損 22百万円

その他 306百万円

繰延税金資産小計 2,399百万円

評価性引当金額 △337百万円

繰延税金資産合計 2,061百万円

　

(繰延税金負債)　
受取保険金 △202百万円

その他有価証券評価差額 △247百万円

繰延税金負債合計 △449百万円

繰延税金資産の純額 　　1,611百万円
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６．関連当事者との取引に関する注記

(1) 子会社及び関連会社等

種　類 会 社 等 の 名 称
議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者との関係 取 引 の 内 容
取引金額
(百万円)

科 目
期末残高
(百万円)

子会社 エフピコ物流株式会社
所有
直接100％

当社製品の保管・配送委託
資金の貸付

当社製品の保管・配送(注2)
資金の貸付(注2)

10,145
8,749

短期貸付金
未 払 金

1,090
783

子会社
株式会社エフピコ
モダンパック

所有
直接100％

当社製品の販売
資金の貸付

資金の貸付(注2) 1,874 短期貸付金 －

子会社 エフピコ商事株式会社
所有
直接100％

当社製品の製造に関わ
る原材料の供給
資金の貸付

当社製品の製造に関わ
る原材料の供給
資金の貸付(注2)

15,784
4,790

短期貸付金
買 掛 金

2,478
1,288

子会社 株式会社アルライト
所有
間接100％

当社製品の製造に関わ
る原材料の供給
資金の貸付

資金の貸付(注2) 4,707 短期貸付金 2,136

子会社
インターパック株
式会社

所有
直接100％

当社製品の販売
資金の貸付

資金の貸付(注2) 4,699 短期貸付金 2,037

子会社
エフピコチューパ
株式会社

所有
直接100％

当社製品の販売
資金の借入

資金の借入(注2) 1,274 短期借入金 1,003

子会社
株式会社アイ・ロ
ジック

所有
直接100％

当社製商品の保管・荷揃い委託
資金の借入

当社製品の保管・荷揃い(注2)
資金の借入(注2)

3,772
2,566

短期借入金
未 払 金

606
339

　

(2) 役員及び個人主要株主等

種　類 会 社 等 の 名 称
議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者との関係 取 引 の 内 容
取引金額
(百万円)

科 目
期末残高
(百万円)

役員及び
その近親者

株式会社ＨＹコー
ポレーション

－ 当社不動産の賃貸 土地の賃貸(注2) 11 前 受 収 益 0

(注)1.上記（1）～（2）の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には

消費税等が含まれております。

 2.取引条件及び取引条件の決定方針等

①価格その他の取引条件は、市場の実勢を参考に、交渉により決定しております。

②貸付金の利息は、市場金利を勘案して、合理的に決定しております。

③借入金の利息は、市場金利を勘案して、合理的に決定しております。

④土地の賃貸料については、近隣の地代を参考にした価格によって決定しております。

3.株式会社ＨＹコーポレーションは、当社代表取締役会長小松安弘が議決権の100％を所有

している会社であります。

　

７．１株当たり情報に関する注記

①１株当たり純資産額 2,704円46銭

②１株当たり当期純利益 284円37銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

　

８．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査報告

 独立監査人の監査報告書  

 平成23年５月25日 

 株 式 会 社 エ フ ピ コ  

 取 締 役 会　御 中  

 有限責任監査法人トーマツ  

 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

　 公認会計士 近 藤 敏 博

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

　 公認会計士 髙 木 政 秋
 

 　

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社エフピコの

平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及

び連結注記表について監査を行った。この連結計算書類の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結計算書類に対する意見を表

明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、

試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並び

に経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の

表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表

明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社エフピコ及び連結子会社か

ら成る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

 独立監査人の監査報告書  

 平成23年５月25日 

 株 式 会 社 エ フ ピ コ  

 取 締 役 会　御 中  

 有限責任監査法人トーマツ  

 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

　 公認会計士 近 藤 敏 博

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

　 公認会計士 髙 木 政 秋
 

 　

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社エフ

ピコの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第49期事業年度の計算

書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別

注記表並びにその附属明細書について監査を行った。この計算書類及びその

附属明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属

明細書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求め

ている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及び

その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の計算書類及びその附属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査

法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びそ

の附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

 監　査　報　告　書  

 　当監査役会は、平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第49期事業

年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ

き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

　

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実

施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人から

その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、

職務の分担等に従い、取締役、監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、

情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要

な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報

告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及

び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施

行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議

の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）の

状況を監視及び検証いたしました。子会社については、子会社の取締役及

び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事

業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報

告及びその附属明細書について検討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施し

ているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査

人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社

計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平

成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、

必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係

る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注

記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損

益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いた

しました。
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 ２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する取締役の職務の執行に

ついても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。

　

 

 平成23年５月27日  

 株式会社　エフピコ　監査役会  

 

常勤監査役 唐 井 正 純 

常勤監査役 小 林 敏 朗 

常勤監査役 坂 田 幹 彦 

常勤監査役 中 居 敏 郎 

　

 

 (注)監査役坂田幹彦、監査役中居敏郎は、会社法第２条第16号及び第335条第

３項に定める社外監査役であります。

 

以　上
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<メモ欄>
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（ご参考） 　

　

会社の概況（平成23年３月31日現在）

　

社 名 株 式 会 社 エ フ ピ コ

　 F P  C O R P O R A T I O N

　 　

本 社 〒721-8607

　 広島県福山市曙町一丁目12番15号

　 TEL 084-953-1145（代表）

　 　

東 京 本 社 〒163-6036

　 東京都新宿区西新宿六丁目８番１号

　 新宿オークタワー36F

　 TEL 03-5320-0717（代表）

　 　

設 立 年 月 日 昭和37年７月24日

　 　

資 本 金 13,150,625,630円



　　 　 　
株 主 メ モ

　 　
　　 　 　 　 　

　　 　 　 　 　

　事 業 年 度　 ４月１日～翌年３月31日 　

　期末配当金受領株主確定日　 ３月31日 　

　中間配当金受領株主確定日　 ９月30日 　

　定 時 株 主 総 会　 毎年６月 　

　

　

株 主 名 簿 管 理 人

特別口座の口座管理機関

　
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　

　同 連 絡 先　 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

〒541-8502　大阪市中央区伏見町三丁目６番３号

TEL　0120－094－777（通話料無料）

　

　

　

　上 場 証 券 取 引 所　 株式会社東京証券取引所

株式会社大阪証券取引所

　

　公 告 の 方 法　 電子公告により行う。

公告掲載URL　http://www.fpco.jp/

（ただし、電子公告によることができない事故、その他や

むを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に公告いた

します。）

　

　

　

（ご注意）

１．ご住所・お名前の変更、単元未満株式の買取請求、配当金受取方法の変更などについては、

お取引のある証券会社にお問い合わせください。

２．特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱ＵＦＪ信託銀行が口

座管理機関となっておりますので、上記特別口座の口座管理機関（三菱ＵＦＪ信託銀行）に

お問合せください。なお、三菱ＵＦＪ信託銀行全国各支店でもお取次ぎいたします。

３．未受領の配当金につきましては、三菱ＵＦＪ信託銀行全国本支店でお支払いいたします。


